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１．調査概要 

①当事者調査 

調査対象 
堺市の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者、自立支援医療 
（精神通院）、特定医療費（指定難病）受給者、小児慢性特定疾病医療受給者の台帳 
から無作為に抽出した 10,000 人の方 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 令和４年９月５日（月）～10 月７日（金） 

回収状況 有効回答数 4,127 件（回収率 41.3％） 

②法人調査 

調査対象 堺市内で障害福祉事業を運営されている 159 法人 

調査方法 
メール送信による配布、メール・FAX・郵送による回収 
※リマインドは堺市ホームページまたは電子申請システムから調査票をダウンロード

し、メール・FAX・郵送、電子申請システムへのアップロードによる回収 

調査期間 
令和４年９月 20 日（火）～10 月７日（金） 
※10 月 4 日（火）にリマインドを実施し、10 月 20 日（木）まで回収受付 

回収状況 有効回答数 40 件（回収率 25.2％） 

③事業所調査 

調査対象 堺市内で障害福祉サービスを提供している 728 事業所 

調査方法 
メール送信による配布、メール・FAX・郵送による回収 
※リマインドは堺市ホームページまたは電子申請システムから調査票をダウンロード

し、メール・FAX・郵送、電子申請システムへのアップロードによる回収 

調査期間 
令和４年９月 20 日（火）～10 月７日（金） 
※10 月 4 日（火）にリマインドを実施し、10 月 20 日（木）まで回収受付 

回収状況 有効回答数 266 件（回収率 36.5％） 

 

【報告書の見方】 
（１）図表中の「ｎ（number of case）」は、有効標本数（集計対象者総数）を表しています。 

（２）回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で 

四捨五入したものです。そのため、単数回答であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。 

（３）複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。

そのため、合計が 100.0％を超える場合があります。 

（４）図表中に次のような表示などがある場合は、複数回答を依頼した質問を示しています。 

・ＭＡ％（Multiple Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択する場合 

・３ＬＡ％（3 Limited Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものを３つ以内で選択する場合 

これ以外の場合は、特に断りがない限り、単一回答（回答選択肢の中からあてはまるものを１つだ

け選択する）形式の設問です。 

（５）図表中において「無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が著しく困難

なものです。  
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（%）

ｎ

男

性

女

性

そ

の

他

・

無

回

答

今回調査（令和４年） 4,127 2,056 2,041 30

100.0 49.8 49.5 0.7

前回調査（平成28年） 4,184 2,052 2,084 48

100.0 49.0 49.8 1.1

17.4

20.5

14.2

13.0

9.4

10.1

16.5

16.1

19.1

17.2

18.2

17.1

4.3

4.5

0.3

0.5

0.5

1.0

堺区 中区 東区 西区 南区 北区

美原区
市外

無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

8.4

10.8

9.6

3.6

9.6

5.2

12.9

10.0

18.1

9.2

9.5

6.6

31.2

53.3

0.6

1.3

18歳未満

18～29歳

30～39歳

40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上 無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

（MA%）

う

ち

、

母

親

の

み

と

同

居

う

ち

、

父

親

の

み

と

同

居

3,752 1,298 243 940 27

100.0 34.6 6.5 25.1 0.7

ｎ

母

親

と

同

居

父

親

と

同

居

34.6

25.1

37.3

21.1

17.1

1.9

0.9

2.2

2.8

17.5

1.2

26.2

19.6

42.1

24.2

15.0

2.0

1.2

3.8

3.1

17.8

1.7

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=3,752)

前回調査（平成28年）

(n=3,650)

母親

父親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

祖母

祖父

孫

その他

同居者はいない
（ひとり暮らし）

無回答

(MA%)

母親のみと同居 6.5%父親のみと同居 0.7%

２．調査結果 ①当事者調査 

◆調査対象者属性 

調査対象者の属性は、以下のようになっています。 

年齢は、18 歳未満が 8.4％、18～39 歳が計 19.2％、40～64 歳が計 40.5％、65 歳以上が 31.2％

と、65 歳以上の割合が前回調査（平成 28 年）に比べて少なくなっています。 

自宅で暮らしている方の同居家族は、「配偶者」が 37.3％、「母親」が 34.6％と多く、ひとり暮らしの

方は 17.5％となっています。 

 

【問２ 年齢】 

 

 

 

 

 

【問２ 性別】 

 

 

 

 

 

【問３ 居住地区】 

 

 

 

 

 

【問 16 同居の家族】 ※「自宅で暮らしている」と回答の方のみを集計 

 

 【本人と親一人の世帯】 
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59.9

24.7

20.1

19.4

6.8

2.0

0.1

16.6

1.6

1.7

0.9

71.0

16.5

13.9

15.6

5.2

1.2

0.1

5.6

1.2

3.0

1.7

0 20 40 60 80

今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）

(n=4,184)

身体障害者手帳を持っている

療育手帳を持っている

精神障害者保健福祉手帳を持っている

自立支援医療（精神通院）を受給している

発達障害と診断されている

高次脳機能障害と診断されている

遷延性意識障害と診断されている

指定難病・小児慢性特定疾病の医療費助成の
受給者証を持っている

医療費助成の受給者証は持っていないが
障害者総合支援法の対象の難病と診断されている

認知症と診断されている

無回答

(MA%)

32.8

28.9

18.8

16.7

13.0

15.8

19.5

24.7

6.7

5.9

6.0

5.0

3.2

3.1

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

６級

無回答

今回調査（令和４年）
(n=2,471)

前回調査（平成28年）
(n=2,972)

(%)
0 20 40 60 80 100

7.7

11.1

5.7

22.9

38.6

11.2

5.6

15.2

8.3

3.1

4.7

0.7

0.6

0.6

6.2

7.1

11.5

4.7

18.9

40.8

7.9

3.7

18.2

6.1

2.7

5.3

0.4

0.7

0.8

6.1

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=2,471)

前回調査（平成28年）

(n=2,972)

視覚

聴覚・平衡機能

音声・言語機能・
そしゃく機能

上肢

下肢

体幹

脳原性運動機能
（脳性まひ）

心臓

じん臓

呼吸器

ぼうこう・直腸

小腸

免疫

肝臓

無回答

(MA%)

51.8

55.6

19.3

16.9

27.3

25.0

1.7

2.5

Ａ（重度） Ｂ１（中度） Ｂ２（軽度）

無回答

今回調査（令和４年）
(n=1,020)

前回調査（平成28年）
(n=692)

(%)
0 20 40 60 80 100

14.2

10.5

63.4

62.3

16.2

22.0

6.2

5.3

１級 ２級 ３級

無回答

今回調査（令和４年）
(n=829)

前回調査（平成28年）
(n=583)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆手帳所持区分、等級 

調査対象者の所持する手帳は身体障害者手帳が 59.9％と最も多くなっていますが、療育手帳、精神障

害者保健福祉手帳、自立支援医療（精神通院）の受給者、指定難病・小児慢性特定疾病医療費助成の受

給者が、前回調査（平成 28 年）に比べて多くなっています。 

 

【問 4 手帳所持区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問５ 身体障害者手帳等級】 【問６ 身体障害者手帳 障害の種類】 

 

 

 

 

 

 

【問７ 療育手帳等級】 

 

 

 

 

 

 

【問８ 精神障害者保健福祉手帳等級】 
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（%）

ｎ

自

宅

グ

ル

ー

プ

ホ

ー

ム

障

害

者

（

児

）

が

入

所

す

る

施

設

高

齢

者

の

た

め

の

施

設

（

特

別

養

護

老

人

ホ

ー

ム

、

老

人

保

健

施

設

な

ど

）

病

院

に

長

期

に

わ

た

っ

て

入

院

中

そ

の

他

無

回

答

全　　体 4,127 3,752 98 56 102 47 44 28

100.0 90.9 2.4 1.4 2.5 1.1 1.1 0.7
身体のみ（64歳以下） 953 920 2 4 9 11 5 2

100.0 96.5 0.2 0.4 0.9 1.2 0.5 0.2

身体のみ（65歳以上） 781 703 5 0 44 12 10 7

100.0 90.0 0.6 0 5.6 1.5 1.3 0.9

知的のみ 373 320 25 14 5 3 3 3

100.0 85.8 6.7 3.8 1.3 0.8 0.8 0.8

精神のみ 773 706 16 3 20 12 12 4

（自立支援受給者含む） 100.0 91.3 2.1 0.4 2.6 1.6 1.6 0.5

身体+知的 448 375 29 29 2 5 4 4

100.0 83.7 6.5 6.5 0.4 1.1 0.9 0.9

身体+精神 184 164 1 2 12 1 3 1

（自立支援受給者含む） 100.0 89.1 0.5 1.1 6.5 0.5 1.6 0.5

知的+精神 99 84 11 2 0 1 1 0

（自立支援受給者含む） 100.0 84.8 11.1 2.0 0 1.0 1.0 0

身体+知的+精神 100 86 5 2 3 2 1 1

（自立支援受給者含む） 100.0 86.0 5.0 2.0 3.0 2.0 1.0 1.0

その他 372 355 4 0 7 0 3 3

100.0 95.4 1.1 0 1.9 0 0.8 0.8

90.9

87.3

2.4

1.6

1.4

1.3

2.5

3.5

1.1

1.4

1.1

3.6

0.7

1.4

自宅※
グループホーム

障害者（児）が入所する施設

高齢者のための施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設など）

病院に長期にわたって入院中

その他

無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆住まいの状況、今後の住まいの意向 

現在の住まいは「自宅」が９割となっています。また、「今後は現在とは違う場所で暮らしたい」とお

答えの方の今後の住まいの意向は、「自宅（家族から独立して暮らしたい）」が 28.1％、「自宅（家族と一

緒に暮らしたい）」が 17.4％となっています。 

自宅や地域での生活に必要な支援・サービスとしては、「自分のことを理解し、継続的にかかわってく

れる人（寄り添ってくれる人）の確保」が 34.3％、「身近な地域において、困ったときに気軽に相談でき

る体制の整備」が 33.2％と多くなっています。 

 

【問 15 現在の住まい】 

 

 

 

 

 

 

 

※「自宅」は前回調査では「一戸建ての家」と「マンション・文化住宅などの集合住宅」の合計 

 

【問 15 現在の住まい 障害種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



5 

 

8.3

11.9

14.9

14.6

12.8

16.0

7.5

10.9

34.3

33.2

13.2

4.9

17.1

6.6

0 10 20 30 40

グループホームの増加

医療的ケアに対応したグループホーム

一般住宅（アパート・公営住宅等）への入居の支援（保証人の確保等を含む）

訪問系の障害福祉サービスの充実（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護

日中活動系の障害福祉サービスの充実（生活介護、就労移行支援、就労継続支援等）

24時間ケア（見守り）が行える体制の整備

ひとり暮らしの練習ができる場所

同じ障害のある人が集まれる場所

自分のことを理解し、継続的にかかわってくれる人（寄り添ってくれる人）の確保

身近な地域において、困ったときに気軽に相談できる体制の整備

自宅で医療的ケアを受けることができる事業所等の増加

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=4,127)

17.4

28.1

14.0

5.2

9.1

23.2

3.0

22.8

21.5

12.6

7.0

9.1

22.8

4.0

0 10 20 30 40

今回調査（令和４年）

(n=766)

前回調査（平成28年）

(n=767)

自宅（家族と一緒に暮らしたい）

自宅（家族から独立して暮らしたい）

グループホーム

障害者（児）の入所施設

高齢者のための施設
（特別養護老人ホーム、老人保健施設など）

その他

無回答

(%)

【問 19 今後の住まいの意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「今後は現在とは違う場所で暮らしたい」と回答の方のみの集計 

「その他」の回答内容（回答数 159 件） 

■生活に便利なところ、通院や、通勤・通学に便利なところ（19 件） 

  駅の近くで交通に便利なところ／公共交通機関の便利なところ 

生活に困らない便利なところ（駅やスーパーから近いところ）／通院、買物が便利なところ 

職場と病院から近いところ／通学しやすいところ 

■バリアフリー、平屋、設備の整ったところ（17 件） 

  バリアフリーの家／エレベーターのあるところ／シャワーとか水回りのいいところ 

平屋／２階のない家／階段のない家／団地の下層                      など 

 

【問 20 自宅や地域での生活に必要な支援・サービス】 
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11.4

10.5

3.0

7.4

8.7

0.9

5.3

2.3

1.6

8.6

30.3

0.6

4.7

1.7

3.1

4.4

6.5

2.9

4.3

7.8

2.0

4.0

4.2

2.2

7.9

40.5

1.3

5.7

2.3

4.0

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）

(n=4,184)

企業や団体などで正職員として働いている

企業や団体などでパート・アルバイト、契約社員、派遣社員等として働いている

自営業、家業の手伝いなどで働いている

通所施設などで就労をしている（就労継続支援Ａ型・Ｂ型も含む）

通所施設などを利用している（介護、障害のサービスを受けている）

病院のデイケアなどを利用している

一般の学校（小中学校、高校、大学、専門学校、職業訓練校など）に通っている

特別支援学校（小中高等部）に通っている

保育所、幼稚園、児童発達支援センター（事業所）などに通っている

自宅で家事、育児、介護などを行っている

自宅で過ごしている

自宅以外のゆっくりできる場所で過ごしている

入所している施設や病院などで過ごしている

その他※

無回答

(%)

25.3

44.0

41.5

42.2

40.9

28.6

6.8

47.3

41.7

34.5

39.0

38.1

51.7

55.9

27.5

14.2

24.0

18.8

21.0

19.7

37.3

働きたいと思っている 働きたいと思っていない 無回答

全体
(n=2,499)

18～29歳
(n=218)

30～39歳
(n=229)

40～49歳
(n=287)

50～59歳
(n=438)

60～64歳
(n=234)

65歳以上
(n=1,093)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆日中活動、就労 

日中の過ごし方について前回調査（平成 28 年）と比較すると、「自宅で過ごしている」は 10 ポイン

ト少なく、就労している人が多くなっています。また、18 歳以上の就労していない人のうち、就労希望

のある方は 25.3％で、就労していない理由では、「障害や病気で症状が安定せず、働くことができない」

が 34.7％、「高齢のため」が 33.8％と多くなっています。 

 

【問 28 日中の過ごし方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【問 30 就労の希望】 
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4.7

8.2

17.7

1.5

14.9

34.7

7.1

1.6

8.0

12.0

0.5

0.7

33.8

12.3

11.0

16.3

2.9

2.2

0.2

31.0

1.4

0.6

39.9

3.0

3.7

15.2

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=2,499)

前回調査（平成28年）

(n=2,825)

就職活動中だが、就職先が見つからない※1

自分の得意な仕事がわからない※2

働く自信がなかなか持てない※3

一般企業や自営業では働きたくない

介助が必要である※4

障害や病気で症状が安定せず、働くことができない※5

朝起きることができないなど、生活リズムが作れない※6

建物の構造、音やにおいなど、自分に合った職場環境が整っていない※7

障害を理解してもらえないなど、職場の理解が得にくい※8

通勤が難しい※9

支援機関との関係がよくない※10

職業訓練を受けている

高齢のため

家事などをしている（家の事情）

その他

無回答

(3LA%)

【問 31 現在、働いていない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 前回調査では「働きたいが就職先が見つからない」 

※２ 前回調査では「働きたいが、自分にあったやりたい仕事がわからない」 

※５ 前回調査では「障害や病気で、働くことができない」 

※７ 前回調査では「自分に合った環境が整っていない」と「職場の建物の構造が整備されていない」 

※３、4、６、８、９、10 前回調査では項目なし 
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21.9

19.8

34.2

49.3

27.9 16.0

30.9

認定を受けている 認定を受けていない わからない※ 無回答

今回調査（令和４年）
(n=3,756)

前回調査（平成28年）
(n=3,681)

(%)
0 20 40 60 80 100

3.4

3.0

9.0

8.1

11.5

8.4

9.3

7.4

9.0

5.5

22.9

8.1

34.8

59.5

区分１

区分２

区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 無回答

今回調査（令和４年）
(n=824)

前回調査（平成28年）
(n=729)

(%)
0 20 40 60 80 100

10.7

2.3

2.7

2.5

9.1

3.0

1.0

1.4

1.5

5.7

0.8

0.9

4.4

2.9

2.5

6.3

10.5

1.7

4.4

1.8

7.9

4.9

1.9

0.9

1.1

3.6

0.0

2.7

6.0

9.5

0 10 20 30 40 50

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

行動援護

同行援護

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）・
宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

就労定着支援※

療養介護

短期入所（ショートステイ）

共同生活援助（グループホーム）※

施設入所支援※

相談支援事業
（障害者基幹相談支援センター）

(%)

0.6

6.1

7.9

1.8

2.1

2.5

13.4

1.2

1.4

1.2

19.4

1.7

41.6

9.0

24.0

0.8

5.9

7.8

3.6

4.3

1.7

11.9

1.1

1.3

18.6

47.1

1.5

4.2

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=4,127) ★は(n=346)

前回調査（平成28年）

(n=4,184) ★は（n=452）

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

移動支援事業
（ガイドヘルパー）

地域活動支援センター

日中一時支援事業

訪問入浴

計画相談支援

地域相談支援（地域移行支援）

地域相談支援（地域定着支援）

自立生活援助※

★児童発達支援・
医療型児童発達支援

★居宅訪問型児童発達支援※

★放課後等デイサービス

★保育所等訪問支援

★障害児相談支援

(%)

◆障害福祉サービス等の利用 

障害支援区分の「認定を受けている」人は 21.9％で、「区分６」が 22.9％と多くなっています。 

また、利用している障害福祉サービスについて前回調査（平成 28 年）と比較すると、「保育所等訪問

支援」、「障害児相談支援」が大幅に増加しています。 

 

【問 36 障害支援区分の認定状況】 

 

 

 

 

 

※「わからない」は前回調査では選択肢なし 

 

 

 

 

 

※「認定を受けている」と回答した方のみの集計 

 

【問 37 障害福祉サービス等の利用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※印の項目は、前回調査では項目なし  
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45.4

20.4

10.0

18.5

13.7

19.7

23.5

21.9

2.7

26.2

9.4

0 10 20 30 40 50

年齢や障害種別にこだわらず、総合的な相談支援が
受けられること（相談のワンストップ）

障害者自立支援協議会で、不足している支援や社会資源を
開発・改善していく仕組みを整えること

相談支援事業の客観的な評価基準を整えること

相談支援専門員（コーディネーター）のスキルを
研修等により向上させること

相談支援事業所間のネットワークを形成すること

障害に関する専門機関やサービス事業所等との
ネットワークを形成すること

多くの市民が相談支援事業所やその役割を認知していること

多くの市民が相談支援のネットワークや仕組み、
それらの役割を認知していること

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=4,127)

21.5

15.5

5.9

3.7

60.6

20.0

12.0

60.8

相談支援専門員に作成してもらっている

自分で作成している（セルフプラン）

サービスを利用していないので、

作成していない※ 無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

44.2

25.9

24.4

20.4

35.9

14.7

5.3

3.4

43.7

25.4

26.3

22.6

32.3

8.6

11.5

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和４年）

(n=887)

前回調査（平成28年）

(n=650)

自分の希望するサービスの利用がしやすくなった

これまで利用しなかったサービスなども
適切に利用できるようになった

サービス利用の目的や、生活にどう役立てるか
といったことがわかりやすくなった

自分に合ったサービスや事業者などが選びやすくなった

定期的なモニタリングなどの機会に
サービス内容の見直しなどができるようになった

何も変わったことはなかった※

その他

無回答

(MA%)

◆相談支援について 

相談支援専門員による「サービス等利用計画」、「障害児支援利用計画」の作成を受けている人は

21.5％で、計画の作成によって「自分の希望するサービスの利用がしやすくなった」、「定期的なモニタ

リングなどの機会にサービス内容の見直しなどができるようになった」とお答えの方が多くなっていま

す。 

また、相談支援の利用促進のために必要なこととしては、「年齢や障害種別にこだわらず、総合的な相

談支援が受けられること（相談のワンストップ）」が 45.4％と最も多くなっています。 

 

【問 38 計画の作成状況】 

 

 

 

 

 

※前回調査は「作成していない」「サービスを利用しないので作成 

不要」の合算値 

【問 38 計画作成による変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「相談支援専門員に作成してもらっている」と回答した方のみの集計 

※「何も変わったことはなかった」は前回調査では項目なし。 

【問 39 相談支援の利用促進のために必要なこと】 
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18.1

19.6

15.0

22.0

59.9

46.7

7.0

11.7

ある 少しある ない 無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

24.3

25.2

36.7

33.4

19.0

18.0

5.7

6.5

14.3

16.9

よく感じる たまに感じる あまり感じない

まったく感じない

無回答

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆障害者が暮らしやすい社会づくり、まちづくり 

障害があることで暮らしにくいと感じることがあるかについては、「よく感じる」が 24.3％、「たまに

感じる」が 36.7％の合計 61.0％で、前回調査（平成 28 年）に比べて 2.4 ポイント多くなっています。 

過去 10 年の間に、障害があることで差別や嫌な思いをしたことがあるかについては、「ある」が

18.1％、「少しある」が 15.0％の合計 33.1％で、前回調査（平成 28 年）に比べて 8.5 ポイント少なくなっ

ています。 

また、障害のある人が安心して暮らすことのできる社会について、「そう思う」、「ややそう思う」の割合が

多くなっているのは、「障害者に配慮した保健、医療体制が充実している」、「障害者への福祉サービスが充実

している」となっています。 

 

【問 46 暮らしにくさを感じること】 

 

 

 

 

 

 

【問 50 過去 10 年の間に差別や嫌な思いをしたこと】 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「過去 10 年」の限定はしていない。 
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3.9

4.7

16.7

14.9

44.9

36.2

9.0

7.7

11.4

8.3

14.1

28.2

そう思う

ややそう思う どちらともいえない

ややそう思わない そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.6

2.8

13.4

12.4

44.6

36.3

12.4

10.0

12.9

8.7

14.0

29.8

そう思う ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.4

2.7

11.8

9.5

40.0

31.9

16.6

14.6

14.7

11.9

14.5

29.4

そう思う ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

そう思わない 無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

5.6

5.8

19.6

16.5

36.4

29.5

13.5

10.8

11.2

9.3

13.6

28.1

そう思う

ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

4.8

5.1

18.9

16.9

39.9

30.7

12.2

10.6

10.5

8.6

13.6

28.1

そう思う

ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.3

2.6

11.1

9.2

43.1

33.0

15.2

14.0

14.4

12.5

13.8

28.7

そう思う ややそう思う

どちらともいえない ややそう思わない

そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

【問 47 障害のある人が安心して暮らすことのできる社会について】 

■障害者差別の解消や障害者の権利を守る取り組みが進んでいる 

 

 

 

 

 

■障害理解のための市民啓発や教育などの取り組みが進んでいる 

 

 

 

 

 

■障害者に配慮した情報発信が行われ、情報を入手しやすい 

 

 

 

 

 

■障害者に配慮した保健、医療体制が充実している 

 

 

 

 

 

■障害者への福祉サービスが充実している 

 

 

 

 

 

■障害者の住まいや地域での暮らしを支えるための取り組みが進んでいる（※下線部分は今回調査より追加） 
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1.3

1.5

7.3

5.4

41.3

31.1

17.6

17.0

18.5

16.1

14.1

28.9

そう思うややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

そう思わない 無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

1.4

1.9

7.5

7.9

43.7

33.1

15.8

13.9

17.2

13.3

14.4

29.9

そう思う ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

そう思わない 無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

1.9

1.8

10.0

8.0

46.1

33.9

12.1

10.3

13.6

9.7

16.3

36.3

そう思うややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

そう思わない 無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.8

3.2

12.9

12.6

45.5

34.1

12.3

10.4

11.9

8.4

14.7

31.4

そう思う ややそう思う

どちらともいえない ややそう思わない

そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.4

2.1

11.1

7.1

44.1

33.5

13.8

12.6

13.7

12.1

15.0

32.6

そう思うややそう思う

どちらともいえない ややそう思わない

そう思わない

無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

2.7

2.6

15.1

11.6

34.9

27.1

17.2

16.5

16.5

13.9

13.6

28.3

そう思う ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

そう思わない 無回答
今回調査（令和４年）

(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

(%)
0 20 40 60 80 100

■障害者に配慮した防災対策が充実している 

 

 

 

 

 

 

■障害者も参加した地域交流や地域活動などの取り組みが進んでいる（※下線部分は今回調査より追加） 

 

 

 

 

 

 

■障害児の個々のニーズに対応した教育体制が充実している 

 

 

 

 

 

 

■障害者のスポーツ、芸術、文化活動等が活発に行われている 

 

 

 

 

 

 

■障害者の就労の場・就労のための支援が充実している 

 

 

 

 

 

 

■交通機関、道路、公共施設や集客施設などが障害者に配慮して整備されている（※下線部分は今回調査より追加） 
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13.0

4.3

52.2

4.3

0.0

4.3

43.5

21.7

8.7

0.0

17.4

8.7

17.4

4.3

4.3

12.1

3.0

27.3

3.0

9.1

3.0

60.6

21.2

15.2

0.0

12.1

21.2

9.1

3.0

0.0

0 20 40 60 80

今回調査（令和４年）

(n=23)

前回調査（平成28年）

(n=33)

看護職員(保健師・看護師)

看護職員(准看護師)

生活指導員・生活支援員

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

就労支援員

職業指導員

ホームヘルパー

ガイドヘルパー

世話人

地域移行支援員

相談支援専門員

保育士・指導員・児童指導員

サービス管理(提供)責任者、児童発達支援管理責任者

その他

無回答

(MA%)

２．調査結果 ②法人調査 

◆提供サービス 

回答のあった法人が提供している障害福祉サービスについては、「就労継続支援Ｂ型」が 20 法人、「計

画相談支援」が 19 法人、「居宅介護」、「重度訪問介護」、「移動支援」が 15 法人、「生活介護」が 14 法

人、「共同生活援助（グループホーム）」が 13 法人、「同行援護」が 11 法人となっています。 

 

◆職員の過不足状況 

職員の過不足状況については、「大変不足している」が 7.5％、「不足している」が 15.0％、「やや不足

している」が 35.0％で、合計 57.5％が『不足している』と回答しており、不足している職種は「生活指

導員・生活支援員」が 52.2％、「ホームヘルパー」が 43.5％となっています。 

 

【問 6 職員の過不足状況】 

 

 

 

 

 

【問 7 不足している職種】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『不足している』と回答した法人のみの集計  

7.5

17.0

15.0

29.8

35.0

23.4

37.5

25.5

2.5

0.0

2.5

4.3

大変不足している 不足している やや不足している

適当である

過剰である

無回答
今回調査（令和４年）

(n=40)

前回調査（平成28年）
(n=47)

(%)
0 20 40 60 80 100
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24

28

14

21

11

6

6

1

1

0

0 10 20 30 40

職員からの紹介

ハローワークの利用

求人広告などの有料媒体(紙媒体)

求人広告などの有料媒体(電子媒体)

法人や事業所・施設のホームページ

人材派遣の利用

人材紹介の利用

福祉人材サービスの利用

その他

無回答

(件)
(n=40)

利用している

3件
利用して

いない

2件

無回答

1件

(n=6)

83.3

83.3

16.7

16.7

0.0

0 20 40 60 80 100

職員を募集しても集まらないため

職員の欠員を一時的に補うため

職員の募集・採用コストの削減や抑制のため

業務量の一時的な増減に対応するため

無回答

(MA%)
(n=6)

◆人材派遣の利用 

職員募集に人材派遣を利用すると回答した法人は 6 件。そのうち、令和 4 年 8 月現在、実際に人材派

遣を「利用している」と回答した法人は 3 件で、合計 10 人の派遣社員が「看護職員（保健師・看護

師）」、「看護職員（准看護師）」、「生活指導員・生活支援員」として利用されています。 

人材派遣を利用する理由としては、「職員を募集しても集まらないため」、「職員の欠員を一時的に補う

ため」が多くなっています。 

 

【問 8 職員募集の方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問 9 人材派遣の利用状況】 

■採用人数 

「1 人」（1 件）、「2 人」（1 件）、「7 人」（1 件） 計 10 人 

■職種 

「看護職員（保健師・看護師）」 

「看護職員（准看護師）」 

「生活指導員・生活支援員」 各 1 件ずつ 

■利用期間 

「6 か月未満」…4 人 

「1 年未満」 …1 人 

「1 年以上」 …4 人 

■週当たりの勤務時間 

「20 時間未満」…4 人 

「30 時間未満」…1 人 

「40 時間未満」…4 人 

【問 9 人材派遣を利用する理由】 

 

 

 

  

※回答が 0 件の項目は省略した。 
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58.8

35.3

0.0

58.8

5.9

23.5

17.6

11.8

53.8

46.2

23.1

69.2

0.0

15.4

7.7

0.0

0 20 40 60 80

今回調査（令和４年）

(n=17)

前回調査（平成28年）

(n=13)

利用者が見込みよりも少ない
・減っている

利用者1人当たりの収支が見込みよりも
少ない・減っている

補助金や寄付金などが少ない
・減っている

人件費が見込みよりもかかっている
・増えている

物件費が見込みよりもかかっている
・増えている

特定の事業で収支が厳しくなっている

その他

無回答

(MA%)

25.0

14.9

30.0

57.4

20.0

14.9

22.5

12.8

2.5

0.0

黒字である

収支はほぼ均衡している

(赤字ではない)

やや赤字となっている かなり赤字となっている

無回答
今回調査（令和４年）

(n=40)

前回調査（平成28年）
(n=47)

(%)0 20 40 60 80 100

17.6

5.9

23.5

17.6

11.8

5.9

29.4

5.9

11.8

17.6

11.8

5.9

11.8

11.8

11.8

11.8

0 10 20 30 40

居宅介護

行動援護

移動支援

生活介護

地域活動支援センター

就労移行支援

就労継続支援B型

短期入所(ショートステイ)

共同生活援助(グループホーム)

計画相談支援

障害児相談支援

地域移行支援

地域定着支援

児童発達支援

放課後等デイサービス

無回答

(MA%)
(n=17)

◆法人経営 

昨年度１年間の収支状況については、「黒字である」が 25.0％、『赤字となっている』が合計 42.5％

で、赤字の要因は、「利用者が見込みよりも少ない・減っている」、「人件費が見込みよりもかかってい

る・増えている」がともに 58.8％となっています。また、収支が厳しくなっている事業は「就労継続支

援Ｂ型」が 5 件、「移動支援」が 4 件となっています。 

 

【問 13 昨年度の収支状況】 

 

 

 

 

 

 

 

【問 14 赤字の要因】 【問 14 収支が厳しくなっている事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「赤字になっている」と回答した方のみの集計 

 

 

 

 

 

※「赤字になっている」と回答した方のみの集計 
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（MA%）
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利
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化
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利

用
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の

信

頼

関

係

づ
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り
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住

民

と

の

関
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づ
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他

の

事

業
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ど

と

連
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し
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や

ネ
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ト
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づ

く
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各

区

地
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自
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支

援

協

議

会

や

各

区

障

害

者

機

関
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支
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の

対

応

そ

の

他

無

回

答

居宅介護 65 61 26 8 1 21 17 13 11 7 16 4 8 4 14 0 2

100 93.8 40.0 12.3 1.5 32.3 26.2 20.0 16.9 10.8 24.6 6.2 12.3 6.2 21.5 0.0 3.1

重度訪問介護 37 32 19 4 1 14 9 9 7 9 13 1 4 2 14 0 2

100 86.5 51.4 10.8 2.7 37.8 24.3 24.3 18.9 24.3 35.1 2.7 10.8 5.4 37.8 0.0 5.4

同行援護 15 14 8 1 0 8 2 4 6 4 5 1 2 3 5 0 0

100 93.3 53.3 6.7 0.0 53.3 13.3 26.7 40.0 26.7 33.3 6.7 13.3 20.0 33.3 0.0 0.0

行動援護 3 3 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 2 0 0

100 100.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

移動支援 20 18 11 3 2 8 5 7 2 1 3 1 1 0 7 0 1

100 90.0 55.0 15.0 10.0 40.0 25.0 35.0 10.0 5.0 15.0 5.0 5.0 0.0 35.0 0.0 5.0

生活介護 20 15 9 2 8 7 8 13 10 5 7 7 6 3 8 0 0

100 75.0 45.0 10.0 40.0 35.0 40.0 65.0 50.0 25.0 35.0 35.0 30.0 15.0 40.0 0.0 0.0

自立訓練(機能訓練)） 2 0 1 0 0 0 2 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

100 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

自立訓練(生活訓練) 4 2 3 0 0 1 3 2 1 0 0 0 1 0 2 0 0

100 50.0 75.0 0.0 0.0 25.0 75.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 50.0 0.0 0.0

地域活動支援センター 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日中一時支援 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

就労移行支援 12 10 6 3 2 7 10 9 2 1 3 3 4 3 5 0 0

100 83.3 50.0 25.0 16.7 58.3 83.3 75.0 16.7 8.3 25.0 25.0 33.3 25.0 41.7 0.0 0.0

就労定着支援 3 3 2 0 0 2 1 1 0 0 1 1 2 1 1 0 0

100 100.0 66.7 0.0 0.0 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 33.3 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0

就労継続支援A型 7 6 0 2 0 3 3 1 5 0 2 1 1 2 1 0 0

100 85.7 0.0 28.6 0.0 42.9 42.9 14.3 71.4 0.0 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 0.0 0.0

就労継続支援B型 37 26 19 3 9 6 22 13 12 3 6 10 9 7 8 0 0

100 70.3 51.4 8.1 24.3 16.2 59.5 35.1 32.4 8.1 16.2 27.0 24.3 18.9 21.6 0.0 0.0

短期入所 3 3 3 0 1 0 0 2 1 1 0 0 0 0 2 0 0

(ショートステイ) 100 100.0 100.0 0.0 33.3 0.0 0.0 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0

共同生活援助 16 14 8 1 7 6 4 5 10 3 3 7 3 2 7 0 0

(グループホーム) 100 87.5 50.0 6.3 43.8 37.5 25.0 31.3 62.5 18.8 18.8 43.8 18.8 12.5 43.8 0.0 0.0

施設入所支援 4 4 2 1 3 2 2 2 3 2 1 1 1 1 3 0 0

100 100.0 50.0 25.0 75.0 50.0 50.0 50.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 75.0 0.0 0.0

計画相談支援 22 14 15 2 0 15 2 4 9 6 10 7 7 6 15 0 0

100 63.6 68.2 9.1 0.0 68.2 9.1 18.2 40.9 27.3 45.5 31.8 31.8 27.3 68.2 0.0 0.0

障害児相談支援 6 2 3 0 0 4 1 1 1 2 4 2 3 1 3 0 0

100 33.3 50.0 0.0 0.0 66.7 16.7 16.7 16.7 33.3 66.7 33.3 50.0 16.7 50.0 0.0 0.0

地域移行支援 3 2 3 0 1 3 0 1 1 0 1 2 2 1 2 0 0

100 66.7 100.0 0.0 33.3 100.0 0.0 33.3 33.3 0.0 33.3 66.7 66.7 33.3 66.7 0.0 0.0

地域定着支援 2 2 2 0 0 2 0 1 1 1 1 2 2 1 2 0 0

100 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 100.0 50.0 100.0 0.0 0.0

児童発達支援 18 16 8 5 4 9 10 5 1 0 7 4 6 2 7 0 0

100 88.9 44.4 27.8 22.2 50.0 55.6 27.8 5.6 0.0 38.9 22.2 33.3 11.1 38.9 0.0 0.0

放課後等デイサービス 31 22 16 8 6 18 15 13 0 0 9 8 8 7 10 0 2

100 71.0 51.6 25.8 19.4 58.1 48.4 41.9 0.0 0.0 29.0 25.8 25.8 22.6 32.3 0.0 6.5

２．調査結果 ③事業所調査 

◆提供サービス 

回答のあった事業所が提供している障害福祉サービスについては、「居宅介護」が 100 事業所、「重度

訪問介護」が 88 事業所、「移動支援」が 54 事業所、「就労継続支援Ｂ型」が 47 事業所、「放課後等デイ

サービス」が 40 事業所、「同行援護」36 事業所、「計画相談支援」30 事業所となっています。 

 

◆提供サービスの課題 

提供している障害福祉サービスの課題と思われることについては、「人材の確保や育成」を挙げている

サービスが多くなっています。「計画相談支援」では、「事務処理の効率化」や「困難ケースへの対応」

が課題となっています。 

【問 42 提供サービスについて課題と思われること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答のなかったサービスは省略した。 


